
第８次宮城県地域医療計画(中間案)に係るパブリックコメント及びそれに対する県の考え方

№ 編 章 節 分野 頁 寄せられた御意見の概要 県の考え

1 5 2 5 精神疾患 95

　受診する患者数は年々増加しているとされている。宮城県
は悩みやストレスありとの回答者が全国平均より高い。中間
案では、「実態把握し、関係機関が連携することにより、対
策を立てる」としている。医療機関の不足は明らかである。
精神科診療の拡充に取り組む必要がある。

　医療機関の不足については、地域医療構想や「第９編　外
来医療に係る医療提供体制の確保」等を踏まえ、需要と供
給のバランス、県内の医療機関や医師の偏在等を踏まえた
対応の検討が必要と考えております。御意見のとおり精神
科診療の拡充は必要と考えておりますので、現在の県内の
医療資源を鑑み、医療機関の機能分化・連携による精神科
医療の拡充を進めてまいります。

2 5 2 5 精神疾患 96

　「新規予約が困難で、精神医療保健サービスを受ける機
会を得ることに苦労」と指摘し「診療体制の調整整備、早期
に相談や受診ができる体制を整備することが必要」としてい
るが、余りにも具体的でない。一番の問題は医療機関の不
足であり、医療機関の造設計画を立て、更に国の医療削減
に反対する必要がある。

　医療機関の不足については、「第９編　外来医療に係る医
療提供体制の確保」等を踏まえ、需要と供給のバランス、県
内の医療機関や医師の偏在等と踏まえた対応の検討が必
要と考えております。早期の相談や受診ができるよう、普及
啓発や相談体制を整備するとともに、診療体制の整備を進
めてまいります。

3 5 2 5 精神疾患
96
106

　長期入院している精神障害者の地域移行には、中間案に
示されている施策が必要である。その上で、住まい、生業、
医療の3つの課題がある。
　住まいや生業については、地域の理解が必要である。治
療の継続が必要な障害者が多く、通院しやすく、救急の事
態に対応しやすい地域である必要がある。グループホー
ム、作業所数等を具体的に示す必要がある。

　御意見をいただいたとおり、「にも包括」の構築において
は、地域の理解やサポートを得ることも重要であると考えて
おります。
　地域住民に対する普及啓発の効果的な取組として「心の
サポーター」を養成し、地域住民の理解や支えが得られるよ
う努めてまいりたいと考えております。
　地域で支える社会資源については、【取り組むべき施策】
に「精神障害にも対応するグループホーム等の退院後の受
け皿の整備の促進」と記載しており、今後さらに取組を強化
してまいります。
　障害福祉サービスについても、障害者福祉計画等の関連
する計画との協調を図りながら、整備を進めてまいります。

4 5 2 5 精神疾患
98
107

　仙台医療圏外にも、夜間救急に対応できる病院を配置す
ることは、急務である。

　精神科救急医療圏は県内１圏域としておりますが、いただ
いた御意見も念頭に、計画に記載のとおり、県内全域で夜
間や休日にも対応できる救急体制を推進してまいります。

5 5 2 5 精神疾患
98
107

　身体合併症を持つ患者を精神科病棟の入院とするか合併
症の診療科の入院にするか　は、状態によって異なる。精
神科と当該診療科のある病院で診療にあたるのが望まし
い。
　仙台医療圏外でもそのような病院を配置することは急務で
ある。

　いただいた御意見も念頭に、計画の記載のとおり、身近な
地域で必要な治療が受けられるように地域ごとの医療連携
を推進してまいります。

資 料 ２－１
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6 5 2 5 精神疾患 99

　精神疾患は慢性化しやすい病気であり、治療と社会復帰
を進めるためには、通院先の病院を中心とする「共生の地
域社会」が必要である。病院を中心とする半径5kmの通院
圏内に社会復帰施設と医療サービス等が整備されること
と、地域社会の理解・支援が必要であり、その整備には長
い時間と官民の努力が必要となる。
　その点から、県立精神医療センターの富谷市移転は唐突
である。移転するならば医療機関のみならず、福祉関連の
施設の設置も考えなければいけない。
　連携を言う前に、移転計画に対してもっと時間と予算を掛
けて検討すべきと提言すべきではないか。少なくとも、差別
と苦情の課題が生じることを踏まえて記すべき。

　「にも包括」の推進のためには、地域社会の理解が必要で
あり、普及啓発が重要であると認識しています。引き続き、
これまでの連携体制を踏まえて、精神障害者のニーズや地
域課題を共有しながら、市町村を中心とした体制の整備を
支援してまいりたいと考えております。併せて、地域で支え
る社会資源については、【取り組むべき施策】に「精神障害
にも対応するグループホーム等の退院後の受け皿の整備
の促進」と記載しており、障害福祉計画との協調を図りなが
ら、今後さらに整備を強化してまいります。
　併せて、御指摘を踏まえ、別紙のとおり修正します。

7 5 2 5 精神疾患
100
108

　発達障害について、「対応可能な医療機関数は十分とは
いえない」と指摘している。「専門医の確保」を課題とするに
止めず、具体的な取組を示す必要がある。
　発達障害に類似した症状は、貧困が深く関わっている可
能性が高い。取組によって防げる症状である。

　県では、平成30年度から、小児科医等のかかりつけ医を
対象とした発達障害に関する研修を開催する他、専門医の
育成のための実地研修等を実施しております。引き続き、ど
の地域でも一定水準の医療を受けられるようにするために
専門医の確保やかかりつけ医等のスキルアップに努めてま
いります。
　発達障害と類似した症状については、いただいた御意見も
念頭に置きながら、関係課室とも協議し、個別の施策の中
で対応してまいります。

8 5 2 5 精神疾患
100
109

　依存症について、「専門医療機関及び治療拠点機関として
東北会病院を指定したが、遠方の地域では治療を受けられ
ない場合」が課題であると指摘している。相互連携の方針だ
けでは補完は困難と思われる。

　令和6年度からのアルコール健康障害対策推進計画及び
ギャンブル等依存症対策推進計画において、専門医療機関
の数を新たに選定することを重点目標の指標に掲げており
ます。選定に向けて検討及び調整を行うとともに、計画本文
に記載のとおり、専門性の高い相互連携により補完してま
いります。

9 5 2 5 精神疾患
101
109

　中間案は「摂食障害を診療する医療機関は宮城県に少な
い」と指摘している。中間案では「知識の普及啓発」「早期に
医療につながるための体制作り」「専門医を紹介するなど医
療機関の役割を明確にする」などが示されている。最も必要
なのは医療機関の充実である。

　いただいた御意見も念頭に、計画の記載のとおり、医療連
携体制の構築を進めてまいります。
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10 5 2 5 精神疾患 106

　「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築と
医療機関・保健所・市町村などの連携体制の整備の2点を
目指す方向として挙げている。
　この2点の構築・整備は必要である。しかし、医療機関、
（専門）医師の不足に対する取組は示していない。医療提供
体制に取り組まず、それを避けている。改めて検討してほし
いし、国に対し必要な要望をしてほしい。

　医療機関の不足については、「第９編　外来医療に係る医
療提供体制の確保」等を踏まえ、需要と供給のバランス、県
内の医療機関や医師の偏在等を踏まえた対応の検討が必
要と考えております。精神疾患の節においては、現在の県
内の医療資源を鑑み、目指す方向の実現に向け、医療提
供体制の確保に関する事項を記載しております。いただい
た御意見も念頭に、今後の施策を検討してまいります。

11 5 2 5 精神疾患 107

　患者の多くは、慢性化し地域で療養生活をしながら、快復
と社会復帰を目指している。親と生活する精神障害が多く、
精神障害者の家族の負担は大きなものである。
　多くの精神障害者が家族と同居している現状において、ア
ウトリーチの手法によって、家族を支援し家族関係を幸せに
するよう提言すべき。今後、高齢化する親世代が多くなり、
居宅介護も増えるので、次の10年においてはアウトリーチが
重要・有効になってくる。また、「みんなねっと」の活動である
「家族による家族学習会」も家族関係を改善し、病気治療に
も役立つ手法であるため、できればひと言触れていただき、
今後の県の活動にもつなげてほしい。

　御指摘を踏まえ、別紙のとおり修正します。
　また、「家族による家族学習会」の活動についての御意見
も念頭に、今後の施策を検討してまいります。

12 5 2 5 精神疾患 109

　「取り組むべき施策」の５‐（６）‐③において、ギャンブル等
依存症に関連する問題に対応するために連携する関係団
体の注釈として（GA等）と記載されているが、自助グループ
のGA（当事者）やギャマノン（家族）は安全と安心の確保の
為に匿名で活動し、他の組織との連携を絶ち、意見も持た
ないことがルールとなっていることから、問題に対応する積
極的な連携は望めない。
　ギャンブル依存症が依存症群の中でも金銭問題に突出し
た特徴が有り、凶悪な問題にもなる病気であること、その病
態が病気の症状と（本人も周囲も）認知し難く、社会的な誤
解が払拭できていないのが実情であり、こうした病態の特殊
性から、GAやギャマノンのルールでは、直接・間接ともに公
的・私的関係機関や団体との密接な連携が取れない課題
があり、「全国ギャンブル依存症家族の会」が発足され、各
県に地元で関係機関や団体と連携して問題に取り組む団体
が活動している。
　以上より、GAを代表的に表記するのは県民への正しい理
解の普及の為には適格とは言えるが、カッコ内の関係団体
の記載を（ギャンブル依存症家族の会等）と見直して頂きた
い。あるいは、＊3の欄外注釈に、GAの説明に加えて「ギャ
マノン」と「ギャンブル依存症家族の会」を追記してほしい。

　ギャンブル等依存症の関係団体については、アルコール
依存症、薬物依存症に合わせて、主な団体として当事者団
体について名称を記載しております。
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13 5 2 12 在宅医療 175

「目指す方向」に記載されているのは「地域包括ケアシステ
ムの推進」のみである。どのような医療提供体制を構築する
か示す必要がある。

　地域により医療資源をはじめとする実情や課題が異なるこ
とから、具体的な医療提供体制につきましては有識者等の
御意見を踏まえ検討してまいります。

14 5 2 12 在宅医療 175

「１　在宅医療の普及啓発」においてＡＣＰが強調されている
が、要支援者・要介護者がスムーズに在宅医療を利用でき
る様啓発する必要がある。そのことにより、要支援者・要介
護者、介護者が安心して、穏やかに過ごすことができる。更
には介護者が悲惨な事件を起こすなどを防ぐことが可能と
なる。

　在宅医療と介護が切れ目なく提供できるよう取組事例の
情報共有や関係団体との調整等により、在宅医療・介護連
携体制を構築する取組を支援していきます。

15 5 2 12 在宅医療 175

「２　関係機関の連携推進」においては、多職種が参加し、
個々の事例を検討する個別ケア会議、サービス担当者会議
の充実、特に医師がそれらの会議に参加できる財政的保障
が必要である。

　令和６年度診療報酬改定の論点の１つとなっておりますこ
とから、国の動向を注視してまいります。

16 5 2 12 在宅医療 175

「３　在宅医療の提供体制の構築」について、中間案で示さ
れているのは、在宅医療関係機関・訪問診療を担う医療機
関と後方支援病院連携体制、医療機器の整備である。訪問
診療を担う医療機関をどのように整備するか、医師体制を
含め示す必要がある。

　具体的な整備方法につきましては、有識者等の御意見を
踏まえ検討してまいります。

17 5 2 12 在宅医療 175

「４　在宅医療従事者の育成」について、医師不足・医師の
働き方改革で訪問診療に取り組む医師は不足する可能性
がある。また、中間案の中では、訪問看護師不足が指摘さ
れている。具体的な人材の育成・確保の施策を示す必要が
ある。

　現在、訪問看護師の確保や資質向上を図ることを目的に
訪問看護推進事業や訪問看護師育成支援事業等を実施し
ているところですが、今後の個別事業につきましては、有識
者等の御意見を踏まえ検討してまいります。
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18 6 2
仙台医療
圏

195～
203

　中間案の仙台医療圏の記載では、医療機関の統廃合・合
築について触れられていない。地域医療計画の重要なテー
マである。
　いわゆる4病院の統合・合築の問題は、仙台医療圏の医
療提供体制の問題である。この様な問題は、本来この宮城
県地域医療計画の策定の中で検討すべきである。そのため
に地域医療調整会議等が設けられていると考える。宮城県
地域医療構想計画とは別に、医療提供体制に関する施策を
進めるとすれば、独断専行の指摘は免れない。
　更に付け加えれば、地域医療構想は県の基本的計画を示
すだけのものであり、実施にあたっては当事者の意見を踏
まえて実施すべきものと考える。
　仮に、病院の統合、あるいは合築が医療計画の中に位置
づけられても、具体的な病床数・診療科等は改めて提案さ
れることになる。その実施のためには当該病院の当事者
（患者、住民、職員等）の意見交換を踏まえて実施に移すべ
きである。

　仙台医療圏の病院再編については、地域医療構想調整
会議や救急医療協議会、周産期医療協議会などの会議で
説明するとともに、様々な機会を通じて、賛成・反対のそれ
ぞれの立場にある当事者や関係者の意見を幅広く伺い、施
策の検討過程において、その意見をできる限り尊重するよう
努めてまいりました。
　県としては、様々な立場の方々からの御意見を踏まえて
検討を重ねながら、病院再編の実現に向けて取り組んでま
いりたいと考えております。
　なお、病院再編については、計画最終案204頁に下記のと
おり記載しております。

「本節５（１）①～③に記載した課題を踏まえ、救急医療体制
の強化や搬送時間の短縮、広域的な視点から周産期医療
体制の確保、災害時医療体制の強化等の取組が求められ
ます。このような中、県立病院を含む病院の再編により病床
機能の適正化や医療機関のバランスのとれた配置を通し
て、課題の着実な解決を目指します。」
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